
避難施設
（タワー）整備

避難施設の耐震化

・既存施設の積極的な活用

・カバーエリアへの配慮

施策導入の留意事項

http://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/index.html

・津波到達時間への配慮

・防災施設等の他の情報も記載

施策導入の留意事項

津波ハザードマップ津波ハザードマップ

・非構造部材や家具類等の転倒防止

・高齢者等へのきめ細かな対応

施策導入の留意事項

耐震改修耐震改修

避難路の整備避難路の整備

避難施設の整備避難施設の整備避難施設の整備

国土交通省 中部地方整備局



浸水したＲＣ建物を補修し
再使用している家屋

住民による手作りの避難経路での避難訓練
出典：尾鷲市提供

新耐震以前の木造住宅等の地震による倒壊

津波により浸水深２ｍで木造住宅の６割は全壊・流出

（ＲＣ造は２割が全壊したものの流出は5％未満）

※任意の計画で作成は自由、各自治体が作成、活用することにより防災まちづくりの促進を期待するもの

課 題
分 析

課 題 の 抽 出

地震・津波災害に強いまちづくり基本方針※地震・津波災害に強いまちづくり基本方針※

現

状

把

握

・市町村の現状把握

・各種災害履歴の把握

・南海トラフ巨大地震による被害想定

・市町村が講じている方策の確認

・防災・減災対策の現状のまとめ

方

策

検

討
長 期 の グ ラ ン ド デ ザ イ ン の 検 討

短 期 施 策 の 検 討

必 要 な 施 策 の 抽 出

ま ち づ く り の た め の 基 本 認 識

まちづくりに向けた基本的な考え方 災害に強いまちづくり方策体系図より

① 安全で確実な避難の確保

② 地震・津波に強い都市構造の構築

③ 災害に強い組織・人をつくる

50年を後想定し複数案で検討

数年で実施可能な対策をまず検討

関 係 部 署 で 横 断 的 に 検 討

過去の大災害・復興計画から得た教訓

中部圏の課題

① 地震の最大震度
② 津波高・津波到達時間
③ 津波浸水想定・浸水深

① まちの概要
② 人口・産業等の状況
③ 土地利用
④ 市民との協働・共創のまちづくり 等

耐震化100％で建物倒壊による約4万人死亡が6千人へ85%減少

5分の早期避難で津波による約19万人死亡が2万人へ90%減少

耐震化100％で建物倒壊による約4万人死亡が6千人へ85%減少

5分の早期避難で津波による約19万人死亡が2万人へ90%減少

耐震化100％で建物倒壊による約4万人死亡が6千人へ85%減少

5分の早期避難で津波による約19万人死亡が2万人へ90%減少

地震・津波災害に強いまちづくり基本方針※



(1-2) 安全な避難区間の確保

(1-3) 確実な避難行動の確保

(1-4) 津波対策で必要となる施設対策

(1-1) ハザードマップ・津波避難計画の整備

※H25.10実施自治体アンケートより

【避難地：防災公園】

西札防災公園（志摩市）海抜表示（伊東市） 道路上の避難施設の整備（吉田町）

防災用マンホールトイレの整備（岡崎市）

下水道災害対応トイレ

防災拠点の整備（尾鷲市）

学校再編に伴う高台移転(計画）（田原市）

地震保険・共済等の加入(地震による津波被害にも対応）

(2-2) 津波対策を必要とする施設対策

(2-3) 火災に強いまちの形成

(2-4) 災害リスクに対応した土地利用計画

(2-1) 地震(揺れ)対策を必要とする施設対策

(2-5) 地域の孤立対策

（耐震改修）

建築物・インフラの
耐震化の促進

橋梁点検（瀬戸市）

※中部地方整備局が
データを元に集計

(3-2) 自治体・企業等の連携

(3-3) 地方公共団体の防災力向上

(3-4) 有事を見据えた体制づくり

(3-1) 人材等の育成

自治体職員を集め事前復興
計画ＷＳを実施（愛知県）

観光協会と町が連携し
釣り客の避難訓練を実
施（南伊勢町） ※H25.10実施自治体アンケートより

※H25.10実施自治体アンケートより

中部では地震保険
共済で５割が加入※



0.3ｍ未満
１ｍ未満

２ｍ未満

重要公共施設

IC等 →

１０ｍ以下 5,6ｍ未満

産業施設

既存市街地
の再構築

市街地の構築

既存の堤防 0.3ｍ未満
１ｍ未満

２ｍ未満

重要公共施設

IC等 →

１０ｍ以下 5,6ｍ未満

産業施設

既存市街地
の再構築

市街地の構築

既存の堤防

避難施設

耐浪性に配慮しつつ、
産業・農業・緑地等の集積を行う。
ただし、十分な避難施設等を確保。

2mを超える津波浸水想定エリア

耐浪性に配慮しつつ、
土地の嵩上げ、ピロティ化等
により市街地を維持

1～2mの津波浸水想定エリア

重要公共施設・災害弱者施設・
居住地を誘導し、コンパクトな
まちを形成

津波浸水想定の区域外

※地震・津波災害に強いまちづくり検討委員会（名古屋大学減災連携研究センター長福和伸夫教授を委員長とし、
有識者、市町の長、行政関係者で組織）においての検討を踏まえ中部地方整備局がガイドラインを作成しました。

建て替時等に嵩上げ等対応

地震保険・共済等への加入
自助

短期施策により先行整備

避難行動の確保や防災体制を整備

避難施設の設置・避難ビルの指定

・宅地地盤の嵩上げ
・避難場所の整備○＜海岸平野部の特徴＞

・激しい揺れ
・液状化
・津波高さ10ｍ未満
・津波の河川遡上
・津波浸水想定が広い
・津波到達時間が短い
・平坦付近に高台がない
・海岸沿いの海岸林

＊平地部が広く、津波浸水
想定の居住者は、短い時
間内で避難することが困
難な状況を想定

・避難所
・ 地域防災拠点となる○○○

重要公共施設の再配置
・災害弱者関連施設の再配置

浸水深が浅いところでは
避難安全性確保＋ＲＣ建物
により財産の確保

土地利用規制を行い
産業施設等を集積○

問い合わせ先 国土交通省 中部地方整備局 建政部 都市整備課
〒460-8514 名古屋市中区三の丸2-5-1 名古屋合同庁舎第2号館
ＴＥＬ ０５２－９５３－８５７３

地震・津波災害に強いまちづくりガイドラインの資料は、以下からダウンロードできます。
URL：http://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/index.html Ver 26.2


